



































































































































































































































































































































































 たらすもの」『静岡大学法政研究』第18巻第3-4号, p. 576-532．
米村滋人［2016］「法律判断の『作法』と法律家の役割－認知症鉄道事故の最高裁判決に寄せて」『法律時報』88巻5号．
李庸吉［2016］「認知症罹患者の行為と民法714条の監督責任――JR 東海事件判決を契機に――」『龍谷法学』第49巻第2号．
1 例えば、岸田[1996]がその典型であるが、経済学に対して観念的な評価をするのは同書だけではない。
2 事件の概要については、宮下［2014］、窪田［2016］、岩村［2016］、米村［2016］、李［2016］などが詳しい。
3 当初は、A氏の妻と長男だけでなく、遺産を相続した他の家族も請求対象としていた。
4 賠償金額が半減しているのは、ＪＲ東海にも一部過失があったと認定したためである。
5 たとえば、2012年11月にえびの市で76歳の男性が小学生らをひき逃げした事件や、2016年10月28日に横浜市で87歳の男
性が運転する軽トラックが小学生ら7人を死傷させた事件などが挙げられる。
6 最高裁判決の法･法学的な分析としては、窪田［2016］、米村［2016］、岩村［2016］を見よ。
7 ただし、石田［2015］は、高裁判決の段階で、被害者救済を視野に入れた対策まで提示している。
8 「精神障害者については、その後見人又は保佐人、配偶者、親権を行う者及び扶養義務者が保護者となる。」（改正前の同
法の第20条）
9 家族制度の変化、および、精神障害者の取り扱いの変化。
10 「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」から「保護者」を削除する改正や、法定の監督義務者を限定的に捉える
判例の蓄積。
11 窪田［2016］および李［2016］（とくに435-437頁）は、Y1やY2が法定監督義務者に該当しないという以前に、そもそも
法定監督義務者がほぼ存在し得なくなることを批判している。
12 ただし、石田［2015］のように、この問題に正面から切り込んでいる文献もある。また、米村［2016］は、このような
付随コストを考慮することは、むしろ法律家の重要な役割であると強調している。
13 たとえば、「週刊現代」電子版（2018.07.08）「大ブームの「認知症保険」本当に使えるの…？」(https://gendai.ismedia.jp/
articles/-/56251)が、詳しく紹介している。
14 代表例として、神戸市では「認知症事故救済制度」を2019年6月から開始した。また、『日本経済新聞』（電子版）2019
年7月10日によると、認知症事故に関する「保険制度を導入する市区町村は20」にのぼるとのことである。
『現代社会研究』17号
― 72 ―
15 しかし、後述するように、最高裁判決は、このような実社会の取組を阻害する可能性がある。
16 この点は、近代経済学を確立したA.マーシャルの『経済学原理』において丁寧に述べられている。
17 くり返しになるが、経済学として重要なことは、「理解可能・操作可能な状況を構築するために仮定を置く」という方
法あるいは手順であって、特定の仮定を置くかどうかではない。例えば、「合理的に意思決定する人間」という特定の仮
定を置くことが経済学だと考え、これを批判する文献が少なくないが、これは的外れである。「非合理的な人間」に関連
する問題を検討したい場合には、「非合理的な意思決定を行う人間」を仮定したモデル分析を行うことこそが、経済学で
ある。
18 この点は、中里［2004］が鋭く指摘している。
19 ただし、正義や公平は明確に定義されない、あるいは、明確に定義されても共有はされない概念である。このため、効
率性と代替的に位置付けられる正義や公平がありうることは否定しない。また、効率性を「パイの大きさに関する基準」、
正義や公平を「パイの分配に関する評価基準」だとする説明もある（例えば、ポリンスキー[1983/1986]）が、この二段階
論は、経済学の説明としては不適切であるし、法･法学から見ても納得しにくいと思われる。
20 熊谷・林・他［1992］（82-90頁）が、分かりやすく説明している。
21 資産規模以外にも、リスク管理能力や、損害の転嫁能力なども耐性に関わるが、ここでは割愛する。
22 高裁判決は、この要素に着目している。
23 より厳密にいうと、コースの定理を考慮して、この説明を修正する必要がある。
24 ヘルパーや介護施設、医療機関が高額のインセンティブ無しに認知症患者に関与するのは、監督義務者としての責任は
問われないことが前提となる。
25 すなわち、家族は、直接的な介護者や責任負担者である必要はないが、直接的な介護や責任を誰にどのように負担させ
るかを決定する義務を負うのではないか。この意味では、「家族関係の特殊性」を完全に放擲することは難しい。
